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災害救助法 【制度概要】

目 的（第１条）

災害に対して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下
に、応急的に、必要な救助を行い、被災者の保護と社会秩序の保全を図ること。

実施体制

・ 法に基づく救助は、都道府県知事が、災害が発生した市町村の区域内において、
現に救助を必要とする者に行う。（第２条第１項（法定受託事務））

・ 災害が発生するおそれがある場合において、国に災害対策本部が設置され、その
所管区域が告示されたときは、都道府県知事が、当該災害により被害を受けるおそ
れがあり、現に救助を必要とする者に救助を行うことができる。（第２条第２項）

・ 必要に応じて、救助の実施に関する事務の一部を市町村長へ委任できる。
（第13条第１項）

・ 広域的な大規模災害に備えて、あらかじめ他の都道府県と協定を締結したり、発
災後に速やかに応援要請できる体制を整えておくことが望ましい。
（応援に要した費用については、被災県に全額求償可能）
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災害対策法制上の位置付け

我が国の災害対策法制は、災害の予防、発災後の応急期の対応及び災害からの復
旧・復興の各ステージを網羅的にカバーする「災害対策基本法」を中心に、各ステー
ジにおいて、災害類型に応じて各々の個別法によって対応する仕組みとなっており、
「災害救助法」は、発災後の応急期における応急救助に対応する主要な法律である。

災害予防
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（被災者生活再建支援法、
災害弔慰金法など）
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都道府県の補助
（法１３条２項）

救助の実施主体（法２条）

（救助実施の区域を除く（法２条の２））

事務委任 事務委任を受けた救助の実施主体
（法１３条１項）

救助事務の一部を市町村に委任可
（法１３条１項）

費用負担 費用負担なし
（法２１条）
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■災害が発生した場合の対応



災害救助費等負担金の国庫負担について

① 収入見込額の ２/100以下の部分 → 50／100
② 収入見込額の ２/100超４/100以下の部分 → 80／100
③ 収入見込額の ４/100超の部分 →  90／100

普通税収入見込額の割合 国庫負担割合

例：普通税収入が約1000億円の自治体において、救助費用100億円が生じた場合
国庫負担額 ＝ ①（20億円の50％）＋②（20億円の80％）＋③（残り60億円の90％）＝ 計80億円

50％

90％

80％

普通税収入見
込額の2％→
国庫負担割
合：50/100

普通税収入見込
額の2～4％→
国庫負担割合：
80/100

普通税収入見込額の
4％→
国庫負担割合：
90/100

地⽅負担額
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災害救助法の運用 【事務の流れ】
国（内閣府） 都道府県・救助実施市 市区町村

・都道府県等からの情報収集等
・報道からの情報収集等

・提供された情報内容について
確認し、必要に応じて助言

・都道府県等からの情報の受理、
必要な助言
・適用に関する公表準備等
・関係省庁に情報提供

・情報の受理、必要な助言

・同意の要否及び程度等判断及
び必要な助言、指導

・情報の受理及び必要な助言、
指導

・精算監査（現地or書面）
・申請に基づく交付決定
・額の確定、精算

・市区町村等からの情報収集

・市町村からの被害情報を確認、
内閣府へ報告

・市区町村からの情報の受理、
・災害救助法の適用を決定、
・内閣府へ情報提供、公表準備
・県内各関係機関に連絡

・救助の実施等

・現状報告、今後の実施予定内
容等を情報提供（随時）

・特別の事情がある場合、その
都度、特別基準を内閣府に協議

・応急救助完了後、
①被害状況の確定
②４条各号の救助実施状況
③救助費概算所要額等を情報提供

・市町村からの精算資料の提供及
び確認
・精算監査（現地or書面）
・精算交付申請（概算交付も可）

・市区町村内の被害状況を把握

・都道府県への情報提供

・都道府県へ災害救助法適用要請
・適用後、管内への伝達
・都道府県からの事務委任の内容
調整

・救助の実施等（都道府県から
委任を受けた救助）

・現状報告、今後の実施予定内
容等を情報提供（随時）

・特別の事情がある場合、その
都度、特別基準を都道府県に協
議

・応急救助完了後、
①被害状況の確定
②委任を受けた救助の実施状況
③救助費概算所要額等を情報提供

・救助費（繰替支弁額）を都道
府県に申請
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被害状況の把握

被害状況の情報提供

災害救助法適用の決定

応急救助の実施

救助の中間情報

特別基準の協議

救助完了（情報提供）

救助費負担金の申請等

・他の都道府県知事に対する
応援の指示

・他の都道府県知事等に対し
て救助業務の応援要請




